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～～　冷戦終結後の世界に、相応しい経済systemは何か？　～～

教皇ヨハネ・パウロ二世回勅
Centesimus Annus『百周年』第四章「私的所有と物的財の普遍的用途」（1991年発行）
IV. PRIVATE PROPERTY AND THE UNIVERSAL DESTINATION OF MATERIAL GOODS
2014.03.20　和訳rev.10：齋藤旬
30. 　教皇レオ十三世は、回勅『レールム・ノヴァルムRerum Novarum』（1891年発行）において、私的財産所有権（the right to private property）の自然法的（natural）性格を強く主張し、当時の社会主義に対して様々な角度から議論を展開しました.65。 私的所有権は、the personのautonomy（自律）とdevelopment（発展）の基礎的条件であって、the Churchは今日に至るまで常にこれを擁護してきました。同時にthe Churchは、物的財の所有は絶対的な権利ではなく制限された権利だということが、この基本的人権の本性そのもの（its very nature）の内に刻み込まれている、という教説を持ちます。
　

レオ十三世は私有権を宣言する一方で、財の「使用」は自由であるべきと同時に、被造財としての本来の「普遍的用途（common destination）」と、更に、福音に示されているJesus Christのみ旨とに、従わなければならないという「自由と制限」とを等しく明確に断言しました。レオ十三世はこう述べています。「世の幸運な人々は戒められている。････Jesus Christが富者に対して発せられた警告を前にして、恐れを感じなければならない。････更に、the Supreme Judge（Godの審判）に、財産の用途につき、極めて厳密なaccount（会計報告）を為さねばならない。」そして聖トマス・アクィナスの言葉を引用して、こう付け加えます。「さて、それでは、財産の使用をどのように行うべきかと尋ねられるならば、the Churchは、ためらわず次の様に答える。『この点に関して、man（人間）は、所有物財（material possessions）を私個人のものと考えてはならない。むしろ、共通のものと考えるべきである。』」なぜなら、「men（人間達）のlawsとjudgmentsとの上位に、Christのjudgmentである所のthe lawがある」からです.66。
　レオ十三世の後任の諸教皇も、この二重の確認を繰り返し行ってきました。即ち、私的所有の必要性とlegitimacy（地上世界の法における正当性）、並びに、それに課された制限、この二重の確認を行ってきました.67。第二Vatican公会議も同様に、先のトマス・アクィナスの言葉を引用して、この伝統的なdoctrine in words（教義）を改めて明確に宣言しました。即ち、「我々はexterior thingsの使用に際して、自分がlawfully（地上世界の法において、適法）に所有しているexterior thingsを自分のものとしてばかりにjust（当事者にちょうど適合する）でなく、共同のものとしても（also as common）考えなければならない。即ち、exterior thingsはその所有者ばかりにでなく、他人のためにもprofitをもたらすようにという意味において、それらをとらえなければならない。」と宣言しました。そして、そのすぐ後でこう述べています。「私有財産もしくはexterior goodsに対するある種のownershipは、個人と家庭のautonomy（自律）に必要なscopeを各自各戸に提供するものであり、human freedom（人間の自由）の延長ともみなすべきである。････また、本性上、私的財産そのものが、社会的性格を持っている。即ち、the law of the common purpose of goods（財の共通目的の法則）に基づく社会的性格を持っている。」.68　私自身もこの同じ教義の再確認を、プエブラでの第三回ラテンアメリカ司教会議への講話を皮切りに、続いて、二つの回勅：『働くことについて　Laborem exercens 』と『真の開発とは　Sollicitudo rei socialis』69において、行っています。
31.　財の所有権と物的財の共通用途（common destination）とに関する以上の様な教えを、現代にも通用するものとして読み直すとき、或る疑問が生じるかもしれません。即ち、human lifeを維持し、peopleの生活を満たし、peopleの権利の対象となる物的財、この起源（origin）に関して疑問が生じるかもしれません。
　確かに、全ての善なるもののoriginal sourceは、Godのactそのものです。Godはthe earth and man（大地（地球）と人間と）をつくり、man（人間）にthe earthを与え、man（人間）がそのworkによってthe earthを支配し、the earthのfruitを享受できるようにしました。（創世記1･28-29）　Godがthe earthを全人類（the whole human race）に与えたのは、人間が誰一人として欠けることなく生命維持（sustenance）するためであり、Godは何人をも排除したり、優遇したりしませんでした。これこそthe foundation of the universal destination of the earth's goods（大地（地球）の産物の普遍的用途の基礎）なのです。そもそもthe earthは、その豊かなfruitとhuman needsを満たす能力とによって、human lifeを維持するための、Godからの贈り物です。しかしながら、Godからの贈り物に対する特別のhuman response、即ちworkなくして、これはfruitをもたらすものとはなりません。human responseであるwork、即ち、知性を用い自由を行使するworkを通してこそ、はじめて人間はthe earthをdominateできます。つまり、the earthを自分たちにfitするhomeとすることができるのです。この様にして人間はthe earthの一部分、正確にはworkによって獲得した部分を、自分自身のものとします。これこそthe origin of individual property（個人的所有財産の起源）です。また明らかに、人間は、他の人間がGodからの贈り物の一部分をその人の取り分として所有することを妨げてはならないresponsibilityを負っています。更に言うならば、人間は他の人間とcooperate（協力）しあって、皆で一緒にthe earthをdominateできるように努めなければなりません。
　歴史において、これら二つの要素、即ちwork and the landは、あらゆるhuman societyの成立時に見いだされます。しかしながら、この両者は必ずしも常に同じ様な関係にあるわけではありません。過去の時代には、the natural fruitfulness of the earthが富の第一の要素とされ、また実際にそうでしたし、workはあたかもこのfruitfulnessを助け支える副次的なものと考えられ、また実際にそうでした。しかしながら、我々の時代では、the role of human workは、非物質・物質両面での富の生産要素として重要性を増しつつあります。更に、あるpersonのpersona的なworkは、他の人々のworkとinterrelatedしている（相互に関連がとれている）ということが、極めて自然であり当然であり、このことが益々明確になってきています。現代においては、かつて無いほど、workとは他者とともにするものであり、他者のためにするものなのです（work with others and work for others）。それは誰かのために何かをすることです。人々がthe earthのproductive potentialitiesをいっそう認識し、自分達のworkを献げるべきpeopleのneedsをより深く認識すればするほど、workはますますfruitfulでproductiveになります。
32．現代ではとくに、land（土地）に劣らず重要になってきた、もう一つの所有の形態が存在します。すなわち、ノウ・ハウ、技術、技能の所有（the possession of know-how, technology and skill）です。先進産業国（industrialized nations）の富（wealth）は、天然資源よりもこの種の所有に、遙かに大きく基づいています。

people work with each other（人々がともにwork）し“community of work”をshare inしている（一緒に分ち合っている）、そしてこの様なcommunityの輪が益々広まりつつある、という事実は先に指摘したばかりです。A personが、自分では使用しないものを生産するのは、通例、他者にそれを使ってもらうために、つまり、自由な交渉によって合意に達したjust price（当事者間合意価格）を払う他者がその生産物を使用するようにと、生産しているのです。正にこの様な他者のneedsと、それらのneedsを満たすために最適な生産要素の組み合わせとの両方を予測する能力こそが、現代社会におけるもう一つの富の重要な源です。更に、多くの生産物はある孤立した個人のworkだけでは適切に生産できません。それには、多くの人々がcommon goalに向かって協力してworkすることが必要です。更に、その様なproductive effort（生産努力）を組織すること、その組織の継続期間（duration in time）を策定すること、満たすべき需要への実践的対応を確実に行うこと、必要なリスクを引き受けること、これら全てのこともまた、今日の社会における富の源として必要です。この様なworkにおいては、教えに導かれ(disciplined)ながらも、創造性を失わないでいるhuman workと、このworkの本質的要素である所のinitiative and entrepreneurial ability (発意と起業の能力)とが果たすrole（地上世界において与えられた役割）が、ますます歴然として決定的になってきています70。

この様なプロセスは、Christianityが何時の時代にも述べてきたthe person（persona的なヒト）に関する一つの真理に実践的な光をあてるものであり、注意深くしかし好意的に解釈される必要があります。実際、the earthを別にすれば、人間（man）の主要な資源はman himselfです。人間はその知性によって、the earthのproductive potentialitiesと、人間のneedsを満たすべき様々な方法とを、見いだすことが出来ます。人間が、教えに導かれながらも(disciplined)、他の人間達とのclose collaboration（親密協業）によってworkするとき、man(人間)の本性とhuman environmentsをtransform（変革変容）すべきお手本となる、より広範なworking communityの創設可能性が現実のものとなります。このプロセスには、幾つかの重要なvirtue (徳：罪の反対概念)がかかわってきます。すなわち、勤勉（diligence）、仕事熱心（industriousness）、prudence in undertaking reasonable risks（reasonable risksを引き受ける思慮深さ）、reliability and fidelity in interpersonal relationships（interpersonalな諸関係における信頼と忠実再現性）、また、ある一つのbusinessのworking全般において、そして、そのbusinessに起こりうる不振(set-backs)に際して、困難で苦渋に満ちていても下さなければならない決断を実行する勇気（courage）、これらのvirtuesがこのプロセスにとって重要です。
この様な現代的business economyには、好ましい（positive）側面があります。その基礎は、他の分野と同様、経済の分野においても行使されるhuman freedomです。経済activityとは、実際、極めて多岐にわたるhuman activitiesの一つのsectorに過ぎず、他のあらゆるsectorと同様、the right to freedom (自由の権利)と、the duty of making responsible use of freedom（応答責任を持って自由を用いる義務）とを含んでいます。しかし、現代社会の傾向と過去の傾向との間には、ごく最近のものをとってみても際だった相違があることを明記しておくことが重要です。即ち、かつては生産の決定的factorはthe landであり、やがてそれは資本（capital）((これは諸々の生産設備（the instruments of production）の総体(total complex)であるとされています((に代わりましたが、今日では、決定的に重要なfactorはますますman himselfとなってきています。即ち、人間が持つ知識、特に、人間が持つ科学的知識、更に、組織を相互に関連付けコンパクトにまとめる為に人間が持つ法的行為能力（capacity）、そして、他者のneedsを感受しそれを満たすために人間が持つ法律行為能力（ability）、これらが決定的に重要となってきています。
33.　しかしながら、この様なプロセスに伴うリスクと問題も指摘しなければなりません。現実問題として、多くの人々((今日では、おそらく大半の人々((は、人の為すworkが真に中心となるこの生産システムに参加する術（すべ）を持たないのです。即ち、an effective and humanly dignified way（実効的で人間の尊厳にふさわしい仕方）で参加する手段をもっていないのです。多くの人々には、自己の創造性を発揮し、その潜在能力を開発するために必要な基礎知識を得るチャンスがありません。自己の素質が評価され、役に立つものであると知ることが出来るような、知識や情報交換の輪に入る道がありません。こうして、多くの人々は、現実的には搾取（exploitation）されていなくとも、実は多いに辺境に追いやられている（marginalized）のです。言うなれば、この経済発展は多くの人々の頭上で起こっているのであり、すでに機能する余地を狭められている彼らの古い自給自足経済は、確かに、この頭上で起こる経済発展によっては、これ以上狭められることはありません。しかし、彼らは、以前には自分達のneedsを伝統的な組織形態によって満たしていましたが、その様なneedsに応えるべく新たな方式(ways)で生産される財を前にして、彼らはもはや対抗することが出来ないのです。これらの人々は、自分達の手の届かない豊かさの輝きに魅せられ、また同時に生活必需品（necessity）の調達のためにも、第三世界の都市に集中していきますが、そこで彼らはしばしば自らの文化的ルーツを喪失し、暴力的に不安定な状況にさらされ、しかもその都市社会の一員となることは出来ないのです。彼らの尊厳が現実に肯定されることは決してなく、しかも、時には人間の尊厳に反する強圧的な人口抑制策によって、彼らを排除しようという試みさえ為されるのです。

ここまで状況が悪くないその他の多くの人々も、完全には辺境に追いやられていないとはいえ、最低限の生活水準を勝ち取ることが最優先の課題であるような暮らしぶりです。この様な状況は、産業革命の初期段階にあった暗黒時代に劣らず、今なお、最も初期の資本主義の法則が「容赦なく」幅をきかせているということを示しています。あるいは、土地（land）が依然として経済プロセスの中心要素である場合もあります。この場合も、土地を耕す人は土地所有権から閉め出され、いわば農奴のような立場に追いやられています71。これらの状況をみれば、教皇レオ十三世回勅『レールム・ノヴァルムRerum Novarum』（1891年発行）の時代と同様、今日なおinhuman exploitation（非人間的な搾取）があると言えます。先進国社会では大きな変化が起こったにもかかわらず、資本主義の非人間性（human inadequacies）と、その結果生じた「もの」による「人々」の支配とは、姿を消す気配は全くありません。事実、貧しい人々には物的財の不足に加えて知識と訓練（training）も不足しており、この事が、彼等が屈辱的な従属の状況から逃れることを阻んでいるのです。
　不幸にも、第三世界の大多数の人々が、今日なおこの様な状況に暮らしています。ただ、この「世界」という言葉を、単に地理的な意味だけで理解するのは間違いです。第三世界の或る地域の或る社会sectorにおいては、好転の兆しが見られます。即ち、利用可能なmaterial resources（物的資源）よりもむしろ"human resources"（人的資源）の活用に重点を置いた開発プログラムが、既に策定されている社会sectorも存在します。
　最近まで、最も貧しい国々は世界市場との関係を断ち、自国の資源のみに頼ることによって発展するという考えがありました。しかし、近年の経験が教えるところによれば、この考え方を実践した国々が景気後退と不況（stagnation and recession）に苦しむ一方で、発展を遂げたのは国際レヴェルで行われるgeneral interrelataed（全面的に相互関係的）な経済活動に参加できた国々でした。ですから主要な課題とは、天然資源の利用のみを重視した片方向貿易型の開発方針ではなく、人的資源の有効活用に基づいて国際市場へのfairな参入を果たすことである様に思われます72。
　しかしながら、第三世界に典型的な種々の局面は、先進国にも現れています。即ち、先進国では生産と消費の様式が絶え間なく変容し、そのため或る種の習得技能や専門性は価値を失い、その結果、技能と知識の絶えざる再訓練・更新が要求されます。この様な時代の流れについて行けない人々、高齢者、社会に自分の居場所を見いだせない若者、そしてより一般的には、最貧国の人々あるいは所謂第四世界の人々は、容易に社会からはじき出されてしまいます。この様な状況にあっては、女性の置かれている状況も決して容易なものではありません。
34. 　個々の国家においても国際関係のレヴェルにおいても、資源を活用しneedsに効果的に応える為の最も効果的な手段はfree market（自由市場）である、と思われているようです。しかしながら、それは"solvent"（支払能力のある）なneedsに関してのみ、即ち、それらが購買力を備えている需要と考えられる限りにおいてtrue（論理的に正しい）なのであり、また"marketable"（市場性のある）な資源に関してのみ、即ち、その資源に満足のいく価格がつけられる限りにおいて、true（論理的に正しい）なのです。しかしながら、市場に位置づけられないhuman needsも沢山あります。この様な基礎的human needsが満たされないまま放置されることは許されません。また、その様なneedsを抱えた者達が死んでしまうのも許されません。これらを許さないことは、justiceとtruthが要求する厳格なduty（義務）です。ですから、困窮するこれらの人々が専門知識を獲得し、情報交換の輪に加わり、技能を向上させて、自らの能力と資源を最大限に活用できる様に援助することも不可欠です。また、財のfairな交換の論理に優先し、更に、fairな交換論理に適合するjusticeの諸形態に対しても優先するものとして、その個人の崇高な尊厳（his lofty dignity）に由来し、その個人が人間であるが故に義務づけられる何か（something which is due to man because he is man）がexist（この地上世界に現に存在）します。この様に必要とされている「何か」は、その個人が生き伸びる可能性（the possibility to survive）と、そして同時に、その個人がhumanityの共通善にactiveにcontributeする可能性とに、分かちがたく結びついています。
　man（人間）のworkと存在そのものが単なる大衆向け商品（commodity）のレヴェルにまで引き下げられるべきでないとすれば、第三世界の状況においては、『Rerum Novarum』が宣言した目標の幾つかは今なお有効であり、場合によっては、未だに達成されていない目標です。これらの目標には、家庭を維持するための十分な賃金、老齢年金や失業保険などの社会保険、雇用条件の適切な保護などが含まれます。
35. 　ここまでの考察で私達は、trade unions（労働組合）や他のworkers’組織の側に立って、justiceの名の下にかかわり努力する機会（opportunities for commitment and effort）が充分にあることを知りました。これらの組織は、workersの権利を擁護し、そのpersonsとしてのinterest（利益持率）を守る一方、文化に重要な役割を一人一人がfulfillし、workersが自らのnationでの生活に、もっとfully and honorablyに参加できる様にし、発展の道を進む様に助けます。
　この意味で、もしある経済systemが、human workの自由でpersona的な本性と対立し、生産手段とlandの所有を維持して資本の絶対支配を支持するための手段であると、understandされるなら、その様な経済systemと戦うべきである、と主張することは正しい（right）ことです73。ただしこの様なsystemとの闘争において、代替案として提示されるべき経済systemは、実際に国家資本主義になってしまった様な社会主義systemではなく、むしろa society of free work, of enterprise and of participation（自由なwork、企業心、参加（齋藤補遺：contribution in kindを含む資本参加）、からなる社会）です。この様な社会は、市場に対して敵対的ではありません。むしろ、社会の諸勢力と国家が、市場を適切にcontrolし、市場が社会全体の基本的なneedsを満たすようにguarantee（保証）するのです。
　The Churchは、あるfirm（企業）が健全に機能していることを示す指標としての、legitimate（地上世界の法において、正当）なrole of profit（利潤の役割）を肯定的に認めます。ある企業が利益をあげるとき、それは生産要素が適切に使用され、対応するhuman needsがdulyに（当事者間で定めたとおりに）満たされたということです。しかしながら、profitability（収益性）だけがfirmの状態を示す唯一の指標ではありません。firmのfinancial accounts（財務会計）が順調であっても、firmにとってもっとも価値ある資産であるthe peopleがないがしろにされ、その尊厳が侵されているということもありえます。これはmoral的に許しがたいだけでなく、実際にfirmの経済的効率性にも悪影響をもたらすことになります。事実、business firmの目的は、単に利益をあげることではなく、firmの存在それ自体が、一つのcommunity of persons であるということにこそ見いだされるのです。そこでは、the personsが、一方で自らの基本的needsを様々な方法で満たそうと努力しながら、他方で社会全体の役に立つ特定groupを形成しているのです。利潤は、あるfirmの活動を規定する一つの要素ですが、唯一の要素ではありません。すなわち、other human and moral factorsも考慮されなければなりません。このような要素は長期的にみれば、firmの活動にとって、少なくとも利潤と同等の重要性をもっています。
　いわゆる"Real Socialism"（現実社会主義）の敗北によって、資本主義が唯一の経済構造のモデルとして勝ち残った、という言説が受け入れがたいことは、既に見てきました。多くのcountries（国々）を発展の圏外に置き去りにする数々の障壁や独占を打ち破り、すべての個人とnationsに発展にあずかることを可能とする基礎的諸条件を与えることが不可欠です。この目標のためには、国際community全体による計画的でresponsibleな努力が求められます。強いnationsは弱いnationsに、国際社会生活（international life）においてふさわしい位置を占める機会を提供しなければなりませんし、弱いnationsはこの機会の活用方法を学ぶために、必要な努力と犠牲をはらうこと、政治と経済の安定を確立し、未来を確実に展望し、workersの技能を向上させ、自らのresponsibilitiesを自覚する有能なbusiness leadersを育成すること、これらが必要です。74
　実の所、この様な方針に沿って積極的な様々な努力が行われてきました。しかし、貧しいcountriesの対外債務が、未だに多額の未返済を抱えているために、この様な努力が報われていないのが現状です。debts must be paid（債務は返済されなければならない）という原則は確かにjustな（当事者間で合意されていて、正しい）ことです。しかし、債務の返済を要求したり期待したりすることによって、そのpeoples全体を飢えと絶望に導く政治的選択を強要するのであれば、それはrightな（自然法的に、正しい）こととは言えません。契約によって発生したdebt（債務）は、耐えがたい犠牲を払ってまでも返済されるべきだとする「効力」までは持っていません。その様な場合には、債務の軽減、繰り延べ、もしくは免除さえ行って、peoplesの生存と発展という基本的権利と両立する道を探ることが必要です。また、これらは実際に部分的には行われています。
36. 　ここで、先進国経済において、それらの国々の経済に固有の性格と結びついて生じつつある特殊な諸問題に関心を向けることは有益でしょう。発展の初期の段階では、man（人）は常に衣食住等生活必需品調達の重圧を受けながら暮らしていました。しかしながら、そのneedsはわずかであったので、ある程度、体格という客観的構造に応じて決定されていました。この段階での経済活動は、これらのneedsを満たすことをめざしていました。しかし今日では、peopleに十分な量の財を供給するだけでなく、demand for quality（質的需要）、すなわち生産され消費されるgoods（財）の質、享受されるサービスの質、環境と生活全般の質に関する需要にも応えることが求められているのは明白です。

　質的により満足のいくexistence（地上世界での生活）を求めることは、それ自体としてはlegitimate（地上世界の法において、正当）なことですが、history（齋藤補遺：hu-story、即ち、人類発展史）の現段階に付随した新たなresponsibilitiesとdangersに注意を向けることを忘れてはなりません。ある社会において新たなneedsが生じ、それがneedsと認識される過程はつねに、多かれ少なかれその社会に固有な、man（人間）とそのtrue good（真の善）についての考え方に特徴づけられています。ある文化がlife（人間の生）をどのように包括的にunderstandしているかは、その文化が生産と消費においてどのような選択を行うかを見ればわかります。その様な文化の中には、phenomenon of consumerism （消費主義という現象）を起こす文化も有り得ます。One（人）は本来、新しいneedsとそれらを満たす新たな手段とを選び出す際、自分自身の存在のあらゆる次元を尊重しながらも、物質的・本能的次元を内面的・spirit的次元の下位に置く包括的なpicture of man（人間観）に従って、これを行わねばなりません。もし反対に、本能に直接に訴える一方で、the personとは知性をもった自由な存在であるという現実を様々な形で無視するなら、そのとき、そのpersonの肉体的spirit的健康にとって不適切で、しばしば有害でさえあるような consumer attitudes and life-styles （消費態度と生活様式）が生み出されかねません。一般的に言って経済systemにはもともと、新たな方法でしか満たされないより高次な形態のhuman needsと、成熟したpersonalityの形成を妨げる人為的な新しいneedsとを、正しく区別する基準が備わっていません。ですから、教育と文化における多大な努力（Thus a great deal of educational and cultural work ）が喫緊の課題となります。その様な課題には、消費者が選択権をふさわしく行使するための教育、生産者や他の人々、とくにマス・メディアの人々の間に強いsense of responsibility（応答責任感）を育てること、そしてpublic authorities（齋藤補遺：西洋社会でいえば第一にChurch authority、次にState（国家）authorityと他のauthorities）の必要な介入、これらが含まれます。
人為的な消費の顕著な一例として「麻薬」の使用があります。それは、健康を害し、dignity of the human personに反し、しかも確かに容易に抑制できません。現在、この様な麻薬使用が蔓延しています。これは、社会systemが深刻な機能低下に陥っている一つのしるしです。それはまた、human needsに関して、唯物主義的な、またある意味で破壊的な"reading"（解釈）が存在していることのしるしです。こうなってしまうと、自由経済の持つinnovative capacityは、one-sidedな（抗（あらが）いようのない）不適切な結末をもたらします。即ち、麻薬やポルノグラフィ、その他、弱者のfrailty（意志の弱さ）を食い物にするあらゆる消費主義が、spiritualな空虚を生み出し、その空虚をまた、これらの消費主義が満たそうとするのです。
より良い暮らしを願うことは間違いではありません。間違っているのは、「あること、生き方」(being)よりも「持つこと、所有」(having)をめざすことが、より良い暮らしにつながると決めてかかる生活様式であり、「生」の充実（to be more）ではなく、快楽を人生の目的とし、快楽のうちに人生を送るために、より多く持ちたいと願う生活様式なのです75。従って、我々の生活様式を全く新たにする必要があります。即ち、quest for truth, beauty, goodness（真、美、善を探求する旅）を行い、communion with others（他者との霊的交わり）のうちにcommon growthを行う。これらの追求こそが、消費者による選択、貯蓄、投資の決定要素となる様な生活様式を生み出すことが必要なのです。これは単に、Caritasの義務、すなわち、poor personの生活に欠くことのできないものを与えるために自分の「余ったもの」を、そしてときには自分にとって必要なものさえ差し出す義務だけの問題ではありません。私が言いたいのは、ここではなくあそこに投資しようとか、この生産部門ではなくあちらの生産部門に投資しようといった投資の決定さえも、つねに一つのmoral and cultural choiceである、という事実です。投資の決定に際しては一定の経済的条件と政治的安定が絶対に必要であるにせよ、投資における意志決定とは、peopleに彼等自身のlaborを最大限に活用する機会を提供するものである以上、Providence（Godの摂理）に対して共感と信頼を示す姿勢によっても決定されるべきものなのです。換言すれば、そのpersonの投資意志決定を見れば、そのhuman qualityが分かるのです。
37. 同様に憂慮されることは、消費主義問題と密接に結びついて現れてくるthe ecological question（自然生態系環境問題）です。man（人聞）が、生きること、成長することよりも、持つこと、楽しむことを望むとき、the earthの資源と自分の人生とを過剰なまでにゆがんだ形で消費します。自然環境の無分別な破壊の根底には、不幸にも今日蔓延している人間学的（anthropological）誤謬があります。即ち、man（人聞）は、自らのworkによって世界をつくり変え、ある意味で世界を創造する力をもっていることを発見しましたが、存在する全ての源は世の初めにGodが贈ってくださったものであり、man（人間）の力はつねにこのGodの恵みに基づいているということを忘れてしまいました。man（人間）は、自分の思うがままにthe earthを用い、何の束縛もなく自分の意志に従わせることができると考え、the earthには独自のrequisites（必要条件）と、a prior God-given purpose（もともとGodから与えられた目的）とがあることを無視しています。しかし実際は、man（人間）は、このthe earthの目的をそれに備わった必要条件の下に発展させることができるだけで、それに背くことはできないのです。man（人間）はしばしば、創造のworkにおいてGodに協力するという役目を果たすのでなく、自らをGodの座におくことによって、ついには自然環境の反乱を引き起こしてしまいます。これはman（人間）が、自然環境を統治するのでなく、それに圧政を加えてしまった結果なのです.76。
この様な暴挙は、そもそも、man（人間）の視野の貧しさ狭さがその原因だと指摘できます。即ち、それはman（人聞）がthings（ものごと）を真理に結びつけるよりも、thingsを所有したいという欲求に駆られて行動していることが原因です。つまり、wonder in the presence of being（今、私が存在することの不思議）の念を抱き、「美」を感じ、見えるもののうちに見えないGodのmessageを見いだす。Creatorのmessageを見いだす。この様なdisinterested, unselfish and aesthetic（無欲、無私、審美）の態度が欠けているのが原因です。この点で、今日のhumanityは将来世代に対するduties and obligations（義務と責務、地上で授けられた務めと天上で授けられた務め）を自覚しなければなりません。
38.  自然環境の非理性的な破壊に加えて、より深刻なhuman environment（人的環境）の破壊を指摘しなければなりません。このことは、決して十分な注目を集めているとは言えません。peopleは、絶滅の危機に瀕している動物の天然生息地の保護には、まだまだ不十分とはいえrightlyに（自然法的に、正しく）配慮していますが、それは、これらの動物が自然全体のつり合いにそれぞれ固有の貢献を行っていることをpeopleがunderstandしているからです。ところが、safeguard the moral conditions for an authentic "human ecology"（真の人間生態系を保つためのmoral条件を保全する）ための努力は、あまりに少なすぎます。Godはmanにthe earthを与え、その与えた本来の善なる目的を尊重してthe earthを用いるようお命じになっただけでなく、man自身もまたGodがmanにお与えになった贈り物なのです。この様に授けられたnatural and moral structureを、我々は大切にしなければなりません。この文脈において、現代の都市化の深刻な問題、peopleが如何に生活するかを配慮した都市計画の必要性、そしてworkの"social ecology"に対して払われるべき関心、これらについて指摘しなければなりません。
　Godはman（人間）にessentialな尊厳を授けました。また、この尊厳に伴ってcapacity to transcend every social order（如何なる社会秩序をも超越する容量）も授けて、真理と善に向かう様に仕向けてくださいました。しかしながら、man（人聞）はまた、その人が実際に生活する社会構造、受けた教育、そして環境によっても条件づけられます。これらの要素は、man（人聞）が真理に従って生きることを助けもすれば妨げもします。また、あるhuman environmentをつくりだそうとする決断が、ある種の罪の構造を生じさせ、それによって人々を何らかの形で抑圧し、彼らの十全なthe full realization（自己実現）を阻んでしまうこともありえます。このような罪の構造を打ち壊し、よりauthenticなliving in communityに置き換えることは、勇気と忍耐を要する仕事です77。

39. 　 "human ecology"の、第一の基本的な組織は家庭です。家庭において、man（人聞）は真理と善についての最初の概念形成を行い、愛することと愛されることの意味を学び、こうしてa personであることが実際に何を意味するのかを学ぶのです。ここで家庭というのはthe family founded on marriage（結婚によって築かれる家庭)のことであり、この家庭において、子どもが誕生し、子どもが自分の潜在能力を発達させ、自分の尊厳を自覚して、自分だけのかけがえのない運命に立ち向かう準備ができるような環境をつくりだすために、夫と妻が互いに自己を与え合うのです。しかし、人々が、humanを生み育てるためにふさわしい条件づくりを行う勇気をなくし、自分自身と自分の人生を、a work to be accomplished（完成されるべき作品、または、成就すべき仕事）というより感情にまかせることの連続とみなすようになることが、しばしばあります。その結果は自由の欠如です。更に、この自由の欠如が原因で、a personは他者と安定した関係に入って子どもをもうけようとしたがらなくなったり、子どもを、あたかも自分の好みによって持ったり持たなかったりできるような、あるいは他の可能性と量りにかけられるような、多くの「もの」の一つであるかの様に考えてしまうのです。

家庭をsanctuary of lifeとみなす見方に立ち戻る必要があります。実際、家庭は聖なるものです。家庭こそ、生命 --- Godの贈り物 --- がふさわしく迎えられ、ふりかかる多くの攻撃から守られる場であり、真のhuman growthをもたらしつつ発展することができる場なのです。いわゆる死の文化に対して、家庭は生命の文化の中心です。
　Human ingenuity（人間の創意工夫）は、生命の可能性を擁護し開花させるよりも、生命の源を制限し、抑圧し、あるいは破壊する方向 --- これには、不幸にも現代世界に蔓延している、妊娠中絶への依存も含まれています --- に向けられているようです。回勅『Sollicitudo rei socialis 　真の開発とは』で私は、組織的な反出産キャンペーンを非難しました。反出産キャンペーンは人口問題に対する歪んだ見方に基づいており、「相手側の選択の自由を完全に踏みにじるもので」、「さまざまな圧力、苦しみにさらされた人々は、しばしばこの種の新しい抑圧に」、いやおうなく屈服することになります78。このような政策は、新たな技術を用いることによってその活動範囲を広げており、無防備な何百万というhuman beingsの生命を害する、いわば一種の「化学戦争」とも言うべき状態にまで至っています。

 以上のような批判は、経済systemに対してというよりも、むしろethicsや文化のsystemに対して、いっそう向けられるものです。実際、経済はhuman activity全体の一つの側面、一つの次元にすぎません。もし経済生活が絶対化され、財の生産と消費が社会生活の中心になり、他のどのような価値にも従わない社会の唯一の価値になってしまうとすれば、そうなってしまう原因は、経済systemそのものの内に見いだされるのではなく、むしろ、socio-cultural system全体がethical and religious dimensionを無視することによって弱体化し、ついにはsocio-cultural system自体を財とサービスの生産だけに限定するに至るという事実にこそ、見いだされるのです.79。

以上のことを要約すれば、economic freedomはhuman freedomの一要素にすぎないと、もう一度確認すべきでしょう。economic freedomがautonomousなもの（automatic-nome、無批判に自動的に成立する規範）となり、man（人聞）が、生きるために生産し消費する主体ではなく、単なる財の生産者、消費者とみなされるとき、economic freedomはthe human personとの必然的な関係性を失い、ついにはそれを疎外し、抑圧するに至ります.80。

40. the natural and human environments（自然環境や人的環境）といったcommon goods（共通財）をdefence（防衛）しpreservation（保全）することは、the State（国家）のtask（任務）です。なぜなら、それらは市場の力だけではsafeguard（予防）されないからです。例えばかつて、原始資本主義時代には、国家がthe basic rights of workers（労働者の基本権）をdefend（防衛）するduty（当事者間で取り決めた義務）を負っていました。この防衛行為がjust（当事者間で、正しいこと）でした。これと同様に、今この時代においては、上記の様な新たな資本主義（the new capitalism）が始まり、社会の全構成員と国家（the State and all of society）は、或る特定の集団的財を防衛する義務（duty of defending those collective goods）を負うことになるでしょう。或る特定の集団的財とは、即ち、each individualがpersona的goal（目的）をlegitimate（地上世界の法において、正当）に追求するにあたって殊更(ことさら)にessentialな（本質的で欠くことのできない）枠組みとなるcollective goods （集団的財）のことです。この様な集団的財を防衛する義務を、社会の全構成員と国家は負うことになるでしょう。そして、今この時代においては、この様な防衛行為がjustであると認められるでしょう。
またこの時代においては、市場の新たな限界が見いだされるでしょう。市場mechanismsによっては充足することができない新たなneeds、即ち、collective and qualitative needs（齋藤補遺：non arm’s length needsあるいはneeds specific to the collective即ち「当該集団に特有なneeds」）が顕著になるでしょう。つまり、市場の論理ではとらえられない重要なhuman needs、言い換えれば、本質的に売買することができず、またしてはならない財が現にあるのです。確かに、市場mechanismsには確実な利点があります。即ち、市場は資源の有効利用を促進し、生産物の交易を促し、そして何より市場は、あるpersonの欲求や選択が交渉を通して他のpersonの欲求や選択と出合う中心的な場となります。しかしながら、このような市場mechanismsには、市場を「偶像崇拝」してしまうriskが伴います。即ち、市場を絶対視し、単なるcommodities（大衆向け商品）では本質的にありえないgoods（財）が現に存在することを無視してしまうriskが伴います。
41. マルクス主義は、資本主義ブルジョア社会を、human existenceを商品化しalienation（疎外）するものとして批判しました。このような非難は、もちろん、疎外についての誤った不適切な概念に基づいたものです。彼らの言う疎外とは、生産と所有の関係する領域からのみ生じるもので、唯物主義に基づいて生産と所有の関係を論じるばかりか、市場における種々の関係性が市場領域において示すthe legitimacy and positive valuesさえも、否定するものです。こうしてマルクス主義は、集産社会（collective society）においてのみ疎外は除去される、と主張するに至るのです。しかしながら、社会主義諸国の歴史的体験が不幸にも教えたことは、集産主義（collectivism）は疎外を無くすどころか却ってそれを増大させ、加えて基礎的生活必需品の不足と経済の非効率をももたらす、ということでした。

　一方、西洋世界（the West）の歴史的体験が示すことは、たとえ疎外に関するマルクス主義の分析とその基本的考え方とが誤りであったにしても、疎外 --- そしてlife（人間の生）のauthenticな意味の喪失 --- は、西洋社会(Western societies)にも現実に存在するということです。この様な西洋世界における疎外は、消費主義によって生じます。即ち、消費主義が、peopleがauthenticでconcreteな方法で自らのpersonhood（persona的な個性）を体験することを助けるのではなく、むしろ、peopleを浅薄皮相な偽りの満足の網（web）にからめとるのです。疎外はまた、workにおいても見いだされます。即ち、workが最大限のreturns and profitsを確保する目的で組織されるとき、そのworkは疎外されています。つまり、workerが自らのlaborを通してa personとして成長するのか、それとも消えていくのかには、何の関心も示されません。つまり彼が、真の支えとなるcommunityでの分ち合いを深めていくことによって、a personとして成長するのか、あるいは、破滅的競争と仲たがい（estrangement）に彩られた迷路のような関係性、即ち、目的ではなく手段としか彼がみなされない様な関係性の中にあって、孤立を深めてa personとしては消滅するのかには、何の関心も示されないのです。
　疎外にはこの様に、手段と目的の主客転倒があり得ることを認識したうえで、疎外という概念が存在することを、Christianの現実認識の中に再び組み入れる必要があります。man（人間）が自らと他者のうちにhuman personとしての価値と偉大さとを認めないとき、そのmanは実は、自らのhumanityからbenefitを得る可能性、即ち、他者とのsolidarityとcommunion（霊的交わり）とにより成立する関係性 --- このためにこそ、Godはmanを創造されたのです --- に入る可能性を、自分自身から奪っているのです。Indeed（逆説的な真理ですが）、free gift of self（無償の自己献身）によってこそ、man（人間）は真に自己を見いだすのです81。この自己献身は、human personが本質的に持つ "capacity for transcendence"（超越存在を受け入れる容量）によって可能となります。man（人間）は、現実に関する単にhuman的な計画、即ち、抽象理念や虚偽のユートピアのために、一身を奉げることはできません。man（人間）はひとりのpersonとして、他のpersonあるいは他のpersonsのために、そして究極的には、自らの存在のauthorであり、自らの自己献身を十全に受けとめることのできる唯一の方であるGodにこそ、自己を奉げることができるのです82。あるman（人間）が、自己を超越して自己献身に生きることを拒み、自らの最終目的つまりGodへと向かうauthenticなhuman communityの建設に生きることを拒むならば、そのとき、このmanは疎外（alienation）されているのです。また、ある種の社会も疎外されることがあります。即ち、ある社会において、その社会組織その生産と消費に関する諸様式が、上述の様な自己献身とpeople間のsolidarity樹立とを困難にするのならば、そのときこの社会は疎外されているのです。
　少なくともカール・マルクスが分析し記述した種類の搾取（exploitation）は、西洋社会では克服されました。しかしながら、疎外は依然として克服されていません。即ち、peopleが互いに他者を利用し合うとき、またpeopleが、自らの個別的二次的needsをより徹底して充足させることを追求する一方で、principal and authentic needs、即ち、他のあらゆるneedsの充足の方法をも規定すべきneeds.83、これを無視するとき、疎外は依然として克服されていません。つまり西洋社会においても依然として、様々な形の疎外が残っています。所有すること、享受することだけに関心をもち、あるいはそれらを第一の関心事とするperson、自分の本能や感情を抑えることも、真理への従順によって本能や感情を下位のものとすることもできないpersonは、自由ではありえません。Godとmanに関する真理に従順（obedience to the truth）であることこそ自由の第一の要件であり、これによって、personは自らのneedsと欲求とを整理して、それらを正しい価値観の尺度に従って充足させる方法を選択することができるのであり、この時はじめて、事物の所有がそのpersonの成長の一つの機会となるのです。ただ、こういった成長は、マス・コミュニケーシヨン手段の操作によって阻害されることがあります。マス・コミュニケーションは、注意深く交響構成された反復報道によって、特定の世論の流行やトレンドを押しつけ、これらの流行やトレンドの基礎にある前提を批判的に検討する機会を与えないのです。

42.  ここで最初の問いに戻りましょう。即ち、共産主義が失敗した後、資本主義こそ勝利を収めた社会systemであり、経済や社会の建て直しを試みている国々にとって、資本主義こそ目標とされるべきである、と言えるのでしょうか？　資本主義こそが、真の経済的市民的発展の道を探求している、第三世界諸国にとって提示されるべきモデルなのでしょうか？
答えは確かに複雑です。もし「資本主義」が意味するものが、「business、the market、私的所有とそれに伴う生産手段に対する応答責任、そして、経済sectorにおけるfree human creativityに、根本的かつ肯定的なrole（地上世界において与えられた役割）を認める経済system」であれば、答えは確かに肯定的です。ただし、それはおそらく"business economy", "market economy" or simply "free economy"と呼ぶのがふさわしいでしょう。しかしもし、「資本主義」が意味するものが、「経済sectorにおけるfreedomを、強力なjuridical framework（法治の枠組み）のなかに限定しないsystem。即ち、経済的freedomをhuman freedom全体に奉仕させ、ethical and religious freedomを核とするhuman freedomの特定の一側面に過ぎないとする強力なjuridical framework（法治の枠組み）のなかに限定しないsystem」であれば、答えは確かに否定的なものとなります。
　マルクス主義の解決策は失敗に終わりましたが、marginalization（人々を辺境に追いやること）と搾取の現実は世界に、とくに第三世界に残っており、同様にhuman alienation（人間疎外）の現実もとくに先進国において残っています。このような現象に対してthe Churchは強く抗議しています。Vast multitudes（膨大な数の人々）が、今なお、はなはだしい物質的、moral的貧困の状況に生きています。（20世紀末に）多くのcountriesで共産主義systemが崩壊したことにより、確かに、これらの諸問題に立ち向かうことを妨げてきた一つの障害は、適切かつ現実的に取り除かれました。しかしながら、これら諸問題に解決をもたらすには十分ではありません。Indeed（むしろ、この状況において気にすべきは）、急進的な資本主義イデオロギーが広がるriskがあることです。即ち、これらの諸問題を解決しようとする如何なる試みも失敗する運命にあると頭から決めてかかり、これら諸問題を考察することさえ拒み、その解決を市場の諸勢力の自由な発展に無批判にゆだねる、急進的な資本主義イデオロギーが広がるriskがあります。（齋藤補遺：これを警戒しなければなりません。）
43. （齋藤補遺：今後の経済systemは何が良いのか、に関する「問い」に対して）、現時点において、the Churchは提示すべきモデルをもち合わせていません。現実的かつ真に有効なモデルは、種々異なった歴史状況の枠のなかで、社会、経済、政治、文化のすべての面において --- というのも、これらの諸側面は互いに関連があるからです.84 --- 具体的な諸問題に応答責任をもって取り組んでいる全ての人々の努力を通してのみ、生み出すことができるのです。この様なtask（任務）のために、the Churchは、一つのindispensable and ideal orientation (不可欠で理想的な方向づけ)としてCST（カトリック社会教説、Catholic Social Teaching）を提示します。この教えは、前述のように、市場とenterpriseの積極的な価値を認めますが、同時に、これらが共通善へと方向づけられる必要も指摘します。この教えはまた、workers’ effortsが自らの尊厳に対して十全なrespect(他者からの敬意)を獲得し、the life of industrial enterprises（産業企業活動）に、より広い分野でparticipation（contribution in kindを含む資本参加）することのlegitimacy（地上世界の法における正当性）を認めています。即ち、一方で他者と協力し他者の指示を受けながら、他方で自らの知性と自由を行使することによって、ある意味で「自分のためにworkする」85ことのlegitimacy（地上世界の法における正当性）を認めています。

　workを通してのhuman personの統合的な発展（integral development）は、consolidated power structures（強固に合体した諸権力の構造体）を弱めることはありえても、workそれ自体のより高い生産性と効率性の妨げになることはなく、むしろそれを促進するものです。businessは単なる"society of capital goods"（資本財の集合体）とみなされてはなりません。それはまた、"society of persons"であり、peopleはこの"society of persons"に、ある者はそのcompanyの活動に必要な資本を供給し、またある者は自らのlaborによってその活動に参加するといった具合に、それぞれに固有の応答責任をもって、それぞれのしかたで参加するのです。このような目標を達成するためには、今後ともthe liberation and promotion of the whole person（全personの解放と振興）をめざして、workersが幅広く相互に関連し合ってmovementを続ける必要があります。

　ここまで、今日の「新しい事柄（Rerum Novarum）」に照らして私達は、the relationship between individual or private property and the universal destination of material wealth（個人的または私的な所有と、物的財の普遍的用途との関係性）について読み深める作業を行いました。man（人間）は、自らの知性と自由を用いて自己実現（fulfils himself）をします。この自己実現の際、man（人間）はこの世のものを対象、道具とし、また自分自身のものとします。私的発意と私的所有の権利の基礎（the foundation of the right to private initiative and ownership）は、この活動のうちに見いだされます。man（人間）は、自らのworkを通して自分自身にかかわりますが、それは自分自身のためだけではなく、他者のために、他者とともに（for others and with others）かかわるのです。each personは、他者のgood（善）のために、他者のworkにcollaborateします。man（人間）はその家族、地域社会、国家、そして究極的にはall humanity（全人類）のneedsを満たすためにworkするのです.86。さらにeach personは、そのfellow employees（同僚従業員）のworkにおいて、また財（goods）を市場に供給する人々のworkにおいて、そして消費者の財（goods）の使用において、collaborateします。即ち、暫時拡大するsolidarityの連鎖の中でcollaborateします。工業においても農業においても、生産手段の所有は、それが有益なworkに貢献するものならば、just and legitimateな（当事者間で正しく、地上世界の法においても正しい）のです。しかしながら、もし、生産手段の所有が、それが活用されなかったり、あるいは他者のworkをimpede（邪魔）するのに用いられるのならば、illegitimate（地上世界の法において「不正当」）です。また、workと社会の富とが広く行きわたった結果としてではなく、むしろ、それらを制限したり、illicit exploitation and speculation（（倫理的、法的）に是認されない不法な搾取と投機）、working peopleのsolidarity87の破壊、これらを通してprofit（利潤）を獲得しようとするための生産手段の所有はillegitimate（地上世界の法において「不正当」）です。さらに言えば、この種の所有は、no justificationな（当事者間においても正当化できない）のです。man（人間）の目にも、そしてGodの目にもabuse（権利の濫用）と映ります。

額に汗して日常の糧を得なければならないというobligation（責務、義務）があるということは、同時に、そうする権利（the right to do so）があるということでもあります。この権利が仕組みとして（systematicallyに）否定されている社会、即ち、workersに十分な雇用水準を提供できない経済政策を持つ社会は、ethicalな見地からもjustifyできるものではありませんし、そのような社会が社会的平和を達成することもできません88。the personが無償の自己献身において自己を十全に実現することがjustな（当事者にとって正しい）のと同様に、opportunities for work and human growth for all（万人にworkとhuman growthの機会）を、適切なときに適切なしかたでつくりだすならば、ownership（所有権）もまたmoral的にjustifyされるのです。
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